
飲食店に対しては、自己取引、架空取引、虚偽報告、加盟店要件の偽装、実態のない店舗の加盟を防ぐため、下記対策を講じた。
万が一不正が発覚した場合は、加盟店の取消をとなる旨を同意書に明記し、透明性のある業務を遂行した。

●加盟店登録の際に、同意書の掲載および同意確認を必須化
●加盟店登録の際に、営業許可番号、有効期限の⼊力を必須化
●事務局スタッフによる厳正な加盟店審査（インターネット、電話による店舗実態の調査）
●食事券の申込において、10セットの申込を目安とし、これを超えた申込みは事務局に連絡が来るように事前依頼。

申込情報を飲食店の登録データと照合し、合致するものを抽出（※事前・第1期食事券販売のみ）

また、換金においては、偽装された食事券や他事業の食事券の混在を防ぐため、下記をガイドラインとして
「加盟店用食事券取扱マニュアル」および公式ホームページに明記し、厳正に食事券の換金作業を実施した。

●食事券の「換金センター送付用片」の2／3以上に破損・汚損がないこと
●食事券の「換金センター送付用片」に受け取った飲食店名が正しく記載されていること
●「愛知県」「金額」「★★★（追加券／第3・4期のみ） 」が目視確認できること
●食事券の「加盟店控え片」での換金はできないこと

■利用者に対しての不正防止対策

利用者に対しては、第2期食事券の販売以降は抽選方式を導⼊し、また重複除外項目を設定することで特定の
利用者による⼤量購⼊を防ぐ対策を講じた。

Web受付 はがき受付

登録時 ・同一メールアドレス登録不可設定 ー

抽選前
・同一氏名かつ同一電話番号
・同一氏名かつ同一郵便番号

・同一氏名かつ同一電話番号
・同一氏名かつ同一郵便番号

＜重複除外項目＞

上記の対応策を講じたものの、事案が発生。個別調査し、農林水産省へ報告の上、下記の対応を行った。

１．発生経緯
①加盟店登録のメールアドレスと食事券購⼊時のメールアドレスが同じかつ⼤量購⼊を確認
②同意書の不正防止取引に関する事項（自己取引、架空取引、虚偽申告は行いません）に逸脱の可能性あり
③換金センター到着分の一部が自己取引の食事券の可能性あり

２．対応方針
（１）自己取引を認めた場合

・自己取引に該当しない分は換金を対応
・自己取引の疑いがある分については、プレミアム分を差し引いて返金を対応
・農林水産省様へ報告の上、本キャンペーンから除名とする

（２）自己取引を認めなかった場合
・売り上げを立証できる書類提出を依頼

３．対応内容
（１）架電による状況確認

・同メールアドレスにもかかわらず、複数氏名で購⼊されているものが全て本人購⼊かどうか
・購⼊目的は、架空の自己取引ではないか
・プレミアム分は、店舗側が得ていたのではないか
・本人が購⼊した分は、店舗の利益にしていないか
・自己取引ではないことを証明する為、売り上げを立証できるものを提出要請
・同意書の不正防止取引に関する事項（自己取引、架空取引、虚偽申告は行いません）に逸脱する為、除名の可能性あり
・自己取引に該当しない分は通常換金、疑いがあるものはプレミアム分を引いて返金予定
・手持ちの食事券は回収要請

（２）管轄警察への相談
・新しい事業であり、現状の同意書の条件だけでは警察が動いて調査することは難しい
・今回、事務局が行った対応しか、現状では術がないのでは
・今後、反社会的勢力が絡んでくる案件等に発展していく場合は、相互間で情報提供の協力をお願いしたい

４．対応結果
・Go To Eatキャンペーンあいちからの除名
・自己取引疑いがあるものはプレミアム分を引いて返金
・自己取引に該当しないものは通常換金

■不正の実事例（飲食店による自己取引）

不正防止対策│飲食店・利用者への対策

■飲食店に対しての不正防止対策
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ファミリーマートを利用した食事券発券地域において、全国的に紙切れ（ロール紙の不足）が発生。愛知県でも
事前・第1期食事券の販売が開始すると、利用者が集中する一部のエリア・店舗において紙切れが発生。
他県と比較して食事券の販売・発行冊数が多く⼤きな混乱を招くことから、迅速に対応した。

一方で、第2期食事券の販売以降は、様々な紙切れの防止対策を実施し、以降は⼤きな混乱を招くことなく、
食事券の販売を行った。
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【対策①】 計画的な発券期間設定と用紙在庫の準備

当選セット数に応じて、引換期間を複数設定し、引換集中を分散化

食事券にお申込みいただきまして、ありがとうございます。
ファミリーマートの受付機で以下の引換番号を⼊力してください。

引換番号：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

発券予定店舗：ファミリーマート〇〇駅店
名古屋市〇〇区〇〇町〇〇番地

発券期間：〇〇〇〇年〇月〇日～〇月〇日

愛知県HP
食事券応募サイト

お客様情報⼊力 申込枚数選択

発券予定店舗指定 内容確認 申込完了

【対策②】 アンケート機能を導入し引換予定店舗を調査（Web受付のみ）

【対策③】 引換する希望店舗の偏りを解消した当選者選定（Web受付のみ）

当選通知①

当選通知②

当選通知③

当選通知④

引換期間①

引換期間②

引換期間③

引換期間④

当選セット数：１～10万セット

抽選受付①
当選セット数： ～20万セット

当選セット数： ～30万セット

当選セット数： ～40万セット

抽選受付⑧

分散

分散

分散

分散

アンケート結果を反映した販売店への用紙の在庫を配置し、紙切れを解消

引換予定店舗と応募数を鑑みた抽選を実施し、店舗の偏りを解消

例：当選者数３名の場合

当選発券予定店舗 A店 発券予定店舗 A店

発券予定店舗 B店

発券予定店舗 C店

発券予定店舗 A店 落選

発券予定店舗 B店 当選

発券予定店舗 B店 落選

発券予定店舗 C店 当選

不正防止対策│紙切れ

■紙切れへの対応

申込完了メール詳細



実績確認監査等事業者への報告
相談窓口・申請案内等事業者との連携
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仕様書記載の内容に沿って、実績確認監査等事業者への報告した。

① キャンペーン期間中、食事券販売・使用の実績を、毎月、定められた様式により、実績確認監査等事業者へ

報告した。様式、期日及び方法は、実績確認監査等事業者ご指定の内容に従い、対応した。

② キャンペーン期間中、飲食店への代金振込の実績を取りまとめた書類と、それらの根拠となる証拠書類を、毎月、

定められた様式により、実績確認監査等事業者へ報告した。様式、期日及び方法は、実績確認監査等事業者

ご指定の内容に従い、対応した。

③ キャンペーン期間終了後、食事券販売、使用の実績と、飲食店への代金振込の実績、その根拠となる証拠書

類を、別途定められた様式により、実績確認監査等事業者へ報告し、承認を得た。様式、期日及び方法は、実

績確認監査等事業者ご指定の内容に従い、対応した。

④ 毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行われるよう、事業開始に当たり、事前テスト報告に協力し

た。実績績確認監査等事業者の指定する方法により、ダミーデータの提出などを行った。また、提出データの正確性

に責任を負い、実績報告や根拠資料のデータ提出に当たっては、複数名によるダブルチェックを行い、また確認者を

変えて複数回確認した。

⑤ 実績確認監査等事業者が行う不正防止のためのヒアリング、監査、抜き打ち検査などに協力した。

⑥ 実績確認監査等事業者との連絡窓口を設置した。
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仕様書記載の内容に沿って、相談窓口・申請案内等事業者と連携した。

①受託者は、相談窓口・申請案内等事業者が、事業の基本的内容を、利用者と飲食店に説明するために必要

となる情報の提供に協力すること。

② 受託者は、委託者の指定する事業者が、食事券発行事業者と連携した広報を実施することに協力すること。

③ 受託者は、相談窓口・申請案内等事業者との連絡窓口を設置すること。

（対応内容）

●相談窓口・申請案内等事業者から提供いただいたQ&Aを、Go To Eatキャンペーンあいちのホームページに

掲載した。

●相談窓口・申請案内等事業者から依頼を受け、Go To Eatキャンペーンあいちの食事券の券⾯デザインを提供

した。

●相談窓口・申請案内等事業者が指定する期日、および毎週金曜日に、新規加盟店リストを送付し、Go To 

Eat店頭ツール一式を送付いただいた。

■実績確認監査等事業者への報告

■相談窓口・申請案内等事業者との連携

実績確認監査等事業者への報告 相談窓口・申請案内等事業者との連携



まとめ及び所見等
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■事業実施計画

『Go To Eatキャンペーン』で掲げられた目的である「感染予防対策に取り組みながら頑張っている飲食店を応援し、食材

を供給する農林漁業者を応援するもの」を真に達成するため、愛知県事務局では「飲食業界への効果を最⼤化」を合言

葉として事業運営を進めてきた。事業実施計画においては、事業成功に向けての「３つの柱」を立てた。

１．早期スタートの事業スキーム

飲食店の体力や消費額最⼤化を鑑みると、本事業の1日でも早い開始こそが最も重要と捉えた。事前に準備の時間を

要さない発行・販売を可能とし、すぐにスタートできる事業スキームでの実施を計画した。

２．各所との連携による加盟店の最多化

利用者目線での魅力ある食事券とは『加盟店数の多さ』と捉えた。そのため、Go To トラベル愛知県事務局地域クーポ

ンチームとの密な情報連携や、愛知県商工会議所連合会様、愛知県商工会連合会様、愛知県中小企業団体中央

会様、愛知県商店街振興組合連合会様による加盟店募集の支援を図り、加盟店の最多化を目指した。

3．販売の利便性を追求した「ファミリーマート」での発行・販売

利用者目線での利便性とは『販売所数の多さ・営業時間の長さ』と捉えた。従来のプレミアム付商品券の販売所候補は、

郵便局やその他金融機関などが一般的だったが、今回の最適な販売所をコンビニエンスストアと判断。愛知県内最多店

舗数のコンビニエンスストア「ファミリーマート」での24時間発行・販売を計画。更に、新型コロナウイルス感染症対策が必

須条件となる中、利用者にとっての購⼊場所数及び購⼊可能時間で場所・時間の分散化を図った。
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まとめ

あいちの成功



■事業の成果

■事業の反省・課題

１．早期スタートの事業スキーム

2020年8月上旬に本事務局の受託が決定して以降、加盟店登録は2020年9月16日から、また食事券の利用は2020年

10月16日からスタートした。約2ヵ月の準備期間で事業実施を実現しており、十分なスピード性をもって事業スキームを構築し、

早期に事業スタートができたと感じる。

また、愛知県事務局が設計した実施計画・スキームについて、他県のGo To Eatキャンペーン事務局からも多くの問合せが寄

せられ、横断的な波及効果にも寄与できたと考えている。

２．各所との連携による加盟店の最多化

前述の通り、2020年9月16日から加盟店の登録募集を開始。愛知県内の各連合会・商工会の会員向け加盟店募集支

援・Go To トラベル愛知県事務局（地域クーポンチーム）との情報連携による加盟促進・本事務局広報チームの地道な加盟

店数拡⼤活動を続けた。その結果、約1か月後の10月中旬には加盟店数は当初目標の10,000店を突破し、食事券利用

開始に利用者にとって魅力ある食事券とすることが実現できた。

その後も加盟店数は順調に伸び続け、2022年5月15日の食事券利用終了時には加盟店数は14,170店（当初目標比

142％の達成率）となり、加盟店の最多化を実現できた。

3．販売の利便性を追求した「ファミリーマート」での発行・販売

事前受付制及びファミリーマートでの発行・販売の導⼊により販売所の募集・事前の食事券印刷の２つの工程を削ぐことで、

最短で販売実施。愛知県内に約1,580店舗を有するファミリーマートが販売店となることで、利用者の利便性は格段に向上し、

「いつでも・どこでも」の食事券発行・販売が実現できた。また、発行・販売は全国のファミリーマートで可能であり、特に隣県（岐

阜県・三重県）での発行・販売に効果をもたらした。

販売においては、ファミリーマート店舗でのポスター・のぼりの設置や、店内POPの貼り出しを用いた告知の工夫を行った。また、

受付においては、Webのみでの受付ではなくはがき・電話での受付も行い、様々な受付方法を設定することで老若男女問わず

購⼊できるような受付方法とした。

これらにより、食事券の販売開始時の第1期事前受付では約8時間、第1期Web受付では約1日で予定販売枚数終了とな

り、利用者へ非常に⼤きな反響をもたらした。

余剰金 170,902,000円
今後、県や自治体と協議の上、愛知県内の飲食業振興事業の一部に寄与する形で活用することを検討予定。

■余剰金の取扱いについて
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所見等

１．ファミリーマートでの紙切れ

販売開始当初の利用者から爆発的な申込により、ファミリーマートでの発行・販売で食事券の原紙となるロール紙の紙切れが

愛知県内の一部のエリア店舗で発生した。一部の利用者による⼤量購⼊が主な原因と特定し、事象の発生後にはファミリー

マート本部とも早急に連携し、ファミリーマート各店舗へのロール紙の供給・近隣店舗への利用者の誘導による店舗スタッフのオペ

レーションの強化を図り、影響は最小限に抑える事ができた。

２．追加券（第３期・第４期）の食事券販売の低調

2020年12月～2021年10月の約10か月間、緊急事態宣言・まん延防止等重点措置・愛知県内厳重警戒宣言などの諸

発令に伴い、食事券の利用自粛期間が続いた。約11ヵ月ぶりに販売再開となった2021年10月以降、第3期・第4期の食事

券（追加券）の販売を告知するメール配信を行い販売促進を行ったが、利用者の購買意欲が長期間で削がれてしまったため

販売数は低調となり、第1期・第2期ほどの販売数には至らなかった。

また、食事券の販売期間の終了が迫っている中で立て続けに販売期を設定せざるを得ず、利用者にとっての購⼊⇔利用のサ

イクルよりも短いタームで販売設定となってしまった印象も受けた。販売・利用の期間をより柔軟に設定することが可能であれば、

より販売数は伸びたと推測する。




